






■前年対比
【売上高】
新規子会社（インドネシア子会社Mitrais）連結の寄与があったものの、
インド子会社での新型コロナの影響および大型案件の反動減、
CRO事業の不振等で減収

【営業利益】
減収の影響があったものの、新規連結や国内ITの堅調な推移により増益

【特別利益】
投資有価証券売却益が減少

【特別損失】
減損損失や関係会社事業損失引当金繰入額等が減少

【受注高・受注残高】
受注高は、売上高と同様に減少、受注残高は前年並み

■業績予想との比較
新型コロナの影響もあり、セグメント内では期初の見通しと異なるものの、
連結全体では概ね予想どおりの結果となった



【売上高】
CROが大幅に減収したため、国内ITの構成比が増加

【セグメント損益】
国内ITは堅調に推移し、海外ITについても採算が良くなった一方、
CROは構造改革したにもかかわらず減収が影響して赤字拡大する結果となった。

➡セグメント別の状況については別ページにて詳しく



【受注高】
売上高と同じように推移、CROが大きく減少

【受注残高】
海外IT以外は前年度と同様の水準、構成比の変化は無



国内ITの状況
【受注高・売上高】
金融向けの案件が好調だったが、製造業の顧客が減少したため
前年度並みの推移

【セグメント利益】
増収に加えて高収益のシステム開発案件が堅調に推移し増益となった

【受注残高】
前年度、金融向け案件がピークを迎え減少したが、製薬やサービス業向けの
新規案件が積み重なり微増となった



海外ITの状況
【受注高・売上高】
インドネシア子会社の新規連結寄与があったものの、インド子会社での 新
型コロナ影響等による減少が響いて減収となった

【セグメント利益】
減収の影響があったものの利益は新規連結寄与が大きく、インド子会社
（ISL）は微減にとどまったことから大幅増

【受注残高】
インド子会社が回復せず、またインドネシア子会社も増加しなかったことか
ら減少



CROの状況
【受注高・売上高】
主要顧客からの減少に加え、新型コロナ拡大による一部案件の延期や中止も
あり、大幅減少

【セグメント利益】
構造改革でコスト削減を推し進め、販管費を3割程度圧縮したが、減収の影響
が大きく、セグメント赤字が拡大

【受注残高】
前年度並みであるものの、大型案件の受注見込みもあり、回復の兆し





中期経営戦略について
前年度の通期決算発表の際に、基本方針は変わらず継続しつつ、2020年度より
2021年度までの残り2年間は、以下3つのポイントを注力ポイントとして取り組
む旨、お伝えした。
●高収益モデルの確立
●投資財務戦略の強化
● DX対応の強力推進

上記3点について進捗状況を次ページ以降取り上げる。



注力ポイントの進捗については以下の通り

【高収益モデルの確立】
特に海外IT事業の収益率向上を目指していたが、インド子会社が新型コロナの
影響でロックダウンが長期化し、その制約を受けて大幅に減収した。したがって
海外ITについては収益改善には至らず進捗は進んでいない。

【投資財務戦略の強化】
前年度は新型コロナの影響を受けて、事業環境・投資環境の不透明感が強かっ
たことから、足元の財務対策を推進した。当初の目論見とは若干異なるが、守り
のサイドを固めているという形で進捗した。



【DX対応の強力推進】
国内ITを中心に、D X対応に積極的に取り組んでいる。グループ全体における
デジタル案件の比率が、2019年の22%に対し、2020年は36%と進捗している。
ほぼ想定通りの進捗となっている。



セグメント別の進捗状況、先に説明した内容と重複するため割愛



目標値と実績の進捗は次の通り

【売上高】
進捗率93.3%

【営業利益】
進捗率97.4%
CROは未達だが、国内ITが堅調に推移したことから、公表値に近い着地となっ

た。

【ROE】
進捗率110%





先ほどお話した注力ポイントを継続して取り組んでいく。

【DXの協力推進】
グループにおけるデジタル比率を36%から、今年は50%を目指す。
内容は、デジタルソリューションの開発・販売、特にAIを活用したリモート
ワークソリューションや感情認識等を含めたソリューションの開発・販売に力を
入れる。
アジャイル開発はMitraisのノウハウを国内に持ち込んで、今年は実際に国内
の案件に適用することを目指している。

【高収益モデルの確立】
進捗しなかった海外ITの市場の回復を待って、回復基調を捉えながら売上高に

繋げ、収益の回復を目指す。
グループ全体でグローバル案件の獲得増加を目指すことで高収益モデルの確立
に繋げる。



【国内IT事業】
前年度に引き続き堅調に推移すると予測している。
連結対象から子会社が1社外れた。業績に影響がでるが、売上高はそれを補っ
た上で若干未達になるが、利益は前年度並みに確保するよう努める。
連結除外の影響額：売上高20億、営業利益１億程度

【海外IT事業】
インドは不透明な状況が継続しているが、インド経済の回復が予想されており、
この回復基調を捉えて売上に繋げる機会としていく。
インドネシアは、昨年切り離した炭鉱事業向けパッケージ販売の減少が見込ま
れるが、新型コロナの影響が少ない既存市場のオーストラリアなどで案件獲得を
目指していく。
中国は新型コロナの影響はほとんどなく、昨年度並みと予想している。
欧米では顧客企業（日系）のIT投資意欲は継続していくと予想しており、グ
ループを挙げてグローバル案件の増加を目指す。

【CRO事業】
受注環境は徐々に回復の兆し、確度の高い大型案件の受注見込みもあり、これ
を捉えてきちんと数値化していく。また引き続き事業構造改革を推進しつつ、受
注拡大に努めていく。



【売上高】
国内ITは、連結除外の影響で未達になる
海外IT事業、CRO事業はともに増加を目指している

【セグメント利益】
売上の増加に伴って増える想定だが、海外ITの利益は利益率の低いインドの
売上増加分が大きいことと、インドネシアが利益微減の見込みであることから
ほぼ横ばいの見通し。



【通期業績の予想】
業績予想の達成を目指す

配当については、株主還元の強化方針は継続するが、財務の健全性を鑑みて前
年度と同額を予定している。



中計の最終年度となるため、売上高、営業利益とも業績予想に伴い、修正
ROEもそれに伴って設定




























